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(57)【要約】
【課題】自車両の側面に他車両が衝突する際の被衝突形
態の最適化を図ること。
【解決手段】自車両の周辺の他車両を検出する周辺監視
部を周辺監視ＥＣＵ１に設けると共に、他車両が検出さ
れたときに、他車両と自車両とが衝突するのか否かを判
定する衝突判定部と、自車両に対して他車両が衝突する
場合、自車両の被衝突部位を推定する衝突部位推定部と
、自車両に対する他車両の衝突が避けられない場合、自
車両の被衝突部位が側面であると推定されたならば、キ
ャビンを構成する車体骨格における側面の高強度部位に
他車両を衝突させるように自車両の走行状態を制御する
被衝突形態制御部と、を運転支援ＥＣＵ２に設けること
。
【選択図】図１



(2) JP 2016-16743 A 2016.2.1

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自車両の周辺の他車両を検出する周辺監視部と、
　前記他車両が検出されたときに、該他車両と自車両とが衝突するのか否かを判定する衝
突判定部と、
　自車両に対して前記他車両が衝突する場合、自車両の被衝突部位を推定する衝突部位推
定部と、
　自車両に対する前記他車両の衝突が避けられない場合、自車両の前記被衝突部位が側面
であると推定されたならば、キャビンを構成する車体骨格における側面の高強度部位に前
記他車両を衝突させるように自車両の走行状態を制御する被衝突形態制御部と、
　を備えることを特徴とした車両制御装置。
【請求項２】
　前記車体骨格における側面の高強度部位は当該車体骨格における屋根とフロアパネルと
を上下に繋ぐピラーであることを特徴とした請求項１に記載の車両制御装置。
【請求項３】
　自車両の前記被衝突部位が前記キャビンの後部における側面であると推定された場合、
前記被衝突形態制御部は、自車両の制動制御を行うことによって前記自車両の走行状態の
制御を行うことを特徴とした請求項１又は２に記載の車両制御装置。
【請求項４】
　自車両の前記被衝突部位が前記車体骨格における側面の高強度部位であると推定された
場合、前記被衝突形態制御部は、自車両の走行状態を現状のまま維持する制御を行うこと
によって前記自車両の走行状態の制御を行うことを特徴とした請求項１又は２に記載の車
両制御装置。
【請求項５】
　自車両の制動制御を実施することで自車両の前記被衝突部位が前記キャビンの後部にお
ける側面から前記車体骨格における側面の高強度部位に変更される場合、前記キャビンの
後部に乗員が存在していなければ、前記被衝突形態制御部は、自車両の走行状態を現状の
まま維持する制御を行うことによって、前記キャビンの後部に前記他車両を衝突させるこ
とを特徴とした請求項１，２又は３に記載の車両制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、他車両の自車両の側面への衝突が回避できないときの自車両の被衝突形態の
最適化を図る車両制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の自車両の被衝突形態の最適化に関する技術が知られている。例えば、下
記の特許文献１には、自車両の車両側面中央部のキャビンに対する他車両の衝突を回避す
ることによって、自車両の乗員の被害を軽減させる、という技術が開示されている。この
技術では、そのような他車両の衝突を回避するために、自車両に対する他車両の衝突部位
が車両側面後部であると推定された場合、自車両の減速を禁止する。また、この技術では
、自車両に対する他車両の衝突部位が車両側面中央部を含めこれよりも前方であると推定
された場合、少なくとも車両側面中央部への衝突を回避するように、自車両の減速制御を
行う。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２１０５６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】



(3) JP 2016-16743 A 2016.2.1

10

20

30

40

50

【０００４】
　しかしながら、自車両は、如何に制御を行ったとしても、自車両に対する他車両の衝突
を避けられない場合がある。そして、そのような場合には、その衝突部位次第で、自車両
のキャビンが内方に向けて変形したり、自車両のキャビン内に他車両の一部が進入したり
する可能性がある。例えば、自車両の乗員の被害を軽減するためには、自車両の側面に対
して他車両が衝突する際の自車両の被衝突形態に関して改善の余地がある。
【０００５】
　そこで、本発明は、かかる従来例の有する不都合を改善し、自車両の側面に他車両が衝
突する際の自車両における被衝突形態の最適化を図ることが可能な車両制御装置を提供す
ることを、その目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成する為、本発明は、自車両の周辺の他車両を検出する周辺監視部と、前
記他車両が検出されたときに、該他車両と自車両とが衝突するのか否かを判定する衝突判
定部と、自車両に対して前記他車両が衝突する場合、自車両の被衝突部位を推定する衝突
部位推定部と、自車両に対する前記他車両の衝突が避けられない場合、自車両の前記被衝
突部位が側面であると推定されたならば、キャビンを構成する車体骨格における側面の高
強度部位に前記他車両を衝突させるように自車両の走行状態を制御する被衝突形態制御部
と、を備えることを特徴としている。
【０００７】
　ここで、前記車体骨格における側面の高強度部位は当該車体骨格における屋根とフロア
パネルとを上下に繋ぐピラーであることが望ましい。
【０００８】
　また、自車両の前記被衝突部位が前記キャビンの後部における側面であると推定された
場合、前記被衝突形態制御部は、自車両の制動制御を行うことによって前記自車両の走行
状態の制御を行うことが望ましい。
【０００９】
　また、自車両の前記被衝突部位が前記車体骨格における側面の高強度部位であると推定
された場合、前記被衝突形態制御部は、自車両の走行状態を現状のまま維持する制御を行
うことによって前記自車両の走行状態の制御を行うことが望ましい。
【００１０】
　また、自車両の制動制御を実施することで自車両の前記被衝突部位が前記キャビンの後
部における側面から前記車体骨格における側面の高強度部位に変更される場合、前記キャ
ビンの後部に乗員が存在していなければ、前記被衝突形態制御部は、自車両の走行状態を
現状のまま維持する制御を行うことによって、前記キャビンの後部に前記他車両を衝突さ
せることが望ましい。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る車両制御装置は、自車両の側面に対する他車両の衝突が避けられない状況
下であっても、自車両の走行状態を制御することによって、自車両のキャビンを成す車体
骨格における側面の高強度部位に他車両を衝突させる。このため、この車両制御装置は、
自車両の乗員の被害を軽減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、本発明に係る車両制御装置の構成の一例を示す図である。
【図２】図２は、本発明に係る車両制御装置の演算処理動作について説明するフローチャ
ートである。
【図３】図３は、その演算処理動作における衝突時の制御について説明するフローチャー
トである。
【図４】図４は、高強度部位への他車両の衝突について示す図である。
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【図５】図５は、キャビンよりも後方への他車両の衝突について示す図である。
【図６】図６は、キャビンよりも前方への他車両の衝突について示す図である。
【図７】図７は、図２の演算処理動作における衝突時の制御の他の例について説明するフ
ローチャートである。
【図８】図８は、キャビンの後部への他車両の衝突について示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下に、本発明に係る車両制御装置の実施例を図面に基づいて詳細に説明する。尚、こ
の実施例によりこの発明が限定されるものではない。
【００１４】
［実施例］
　本発明に係る車両制御装置の実施例を図１から図８に基づいて説明する。
【００１５】
　本実施例の車両制御装置は、自車両の周辺に存在している他車両等の物体を検出する周
辺監視制御を行うものである。また、この車両制御装置は、自車両に対する他車両の衝突
を回避すると共に、その衝突が回避できなければ、衝突に伴う乗員の被害を軽減させる運
転支援制御を行うものである。
【００１６】
　この車両制御装置には、図１に示すように、周辺監視制御の演算処理を行う電子制御装
置（以下、「周辺監視ＥＣＵ」という。）１と、運転支援制御の演算処理を行う電子制御
装置（以下、「運転支援ＥＣＵ」という。）２と、が設けられている。尚、この車両制御
装置においては、周辺監視ＥＣＵ１の演算処理機能を運転支援ＥＣＵ２に持たせてもよく
、この場合、必ずしも周辺監視ＥＣＵ１を設ける必要はない。
【００１７】
　更に、この車両制御装置には、自車両の周辺の物体を検出する物体検出装置１０が設け
られている。例えば、その物体検出装置１０としては、自車両の周辺に電波ビームや超音
波等を照射して物体の検出を行うレーダ装置、自車両の周辺を撮影して物体の検出を行う
撮像装置などが考えられる。この例示では、レーダ装置と撮像装置の双方を物体検出装置
１０として用意している。本実施例の物体検出装置１０は、監視対象となる物体を少なく
とも検出できるものである。監視対象となる物体とは、自車両との距離が時間の経過と共
に近づいてくる物体のことである。この例示の物体検出装置１０は、自車両の側方に存在
している物体と、自車両の進行と共に自車両の側方に近づいてくると推定される物体と、
を少なくとも検出する。
【００１８】
　周辺監視ＥＣＵ１には、周辺監視部を設ける。その周辺監視部は、物体検出装置１０の
検出結果に基づいて、自車両の周辺に存在している物体を検出し、その物体が監視対象と
なる物体であるのか否かを判定するものである。この周辺監視部は、後述する他車両情報
推定部の推定結果と自車両挙動推定部の推定結果とに基づいて、検出された物体が監視対
象となるのか否かを判定することができる。また、この周辺監視部は、他車両であるのか
否かを判定することもできる。その検出や判定は、この技術分野における周知の方法で行
う。
【００１９】
　また、周辺監視ＥＣＵ１には、他車両情報推定部を設ける。その他車両情報推定部は、
周辺監視部が他車両の存在を検出した場合に、物体検出装置１０の検出結果を利用して、
その他車両に関する情報（以下、「他車両情報」という。）を推定するものである。この
他車両情報推定部は、その他車両の自車両に対する位置と、この他車両の移動速度と、こ
の他車両の自車両に対する移動方向と、を他車両情報として推定することができる。また
、この他車両情報推定部は、その位置と移動速度と移動方向とに基づいて、経過時間毎（
例えば数ミリ秒毎）の自車両に対する他車両の位置を他車両情報として推定することがで
きる。これらの推定は、この技術分野における周知の方法で行う。その経過時間の起算点
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は、例えば、その他車両を初めて検出したときに決めればよい。
【００２０】
　運転支援ＥＣＵ２には、自車両情報取得部を設ける。その自車両情報取得部は、自車両
の車速と、自車両の前後加速度と、自車両のステアリングホイールの操舵角度と、自車両
のヨーレートと、を自車両情報として少なくとも取得する。自車両の車速については、車
速センサや車輪速度センサ等の車速検出装置２１の検出信号に基づいて得ることができる
。自車両の前後加速度については、前後加速度センサ２２の検出信号に基づいて得ること
ができる。自車両のステアリングホイールの操舵角度については、操舵角度センサ２３の
検出信号に基づいて得ることができる。自車両のヨーレートについては、ヨーレートセン
サ２４の検出信号に基づいて得ることができる。尚、自車両情報取得部は、操舵角度に替
えて、転舵角度センサ（図示略）で検出された転舵輪の転舵角度を取得してもよい。
【００２１】
　また、運転支援ＥＣＵ２には、自車両挙動推定部を設ける。その自車両挙動推定部は、
自車両の移動方向と、経過時間毎（例えば数ミリ秒毎であり、前述した経過時間の間隔と
同じ長さにする）の自車両の位置と、を自車両挙動情報として推定する。自車両の移動方
向については、自車両における操舵角度とヨーレートに基づいて推定する。経過時間毎の
自車両の位置は、その移動方向と自車両の車速と自車両の前後加速度に基づいて推定する
。その経過時間の起算点は、経過時間毎の自車両に対する物体の位置の推定時に合わせる
。
【００２２】
　また、運転支援ＥＣＵ２には、衝突判定部を設ける。その衝突判定部は、自車両の周辺
に他車両（特に監視対象となる他車両）が検出されたときに、その他車両と自車両とが衝
突するのか否かを判定するものである。この衝突判定部は、少なくとも自車両の側面に対
しての他車両の衝突の有無を判定する。その衝突判定は、この技術分野における周知の方
法で行う。例えば、衝突判定部は、推定された他車両の他車両情報と、推定された自車両
挙動情報と、を用いて行う。具体的には、経過時間毎の自車両に対する他車両の位置と、
経過時間毎の自車両の位置と、に基づいて、時間の経過と共に自車両と他車両とが衝突す
るのか否かを判定する。
【００２３】
　また、運転支援ＥＣＵ２には、衝突形態判定部を設ける。その衝突形態判定部は、自車
両と他車両とが衝突すると判定された場合に、自車両が他車両に対して衝突するのか、そ
れとも他車両が自車両に対して衝突するのかを判定するものである。その判定は、経過時
間毎の自車両に対する他車両の位置と経過時間毎の自車両の位置とに基づいて行うことが
できる。例えば、前進中に自車両の前面で衝突が起こると推定された場合には、自車両が
他車両に対して衝突することになる。一方、前進中に自車両の前面以外の部分で衝突が起
こると推定された場合には、概ね他車両が自車両に対して衝突することになる。よって、
運転支援ＥＣＵ２には、自車両と他車両との衝突が自車両のどの位置で起こるのか（つま
り衝突時における自車両の衝突部位）を推定する衝突部位推定部を設けている。例えば、
その衝突部位推定部は、自車両に対して他車両が衝突する場合、経過時間毎の自車両に対
する他車両の位置と経過時間毎の自車両の位置とに基づいて、その他車両が自車両のどの
位置に衝突するのか（つまり自車両の被衝突部位）を推定することができる。衝突形態判
定部は、その推定結果に基づいて衝突形態の判定を行う。
【００２４】
　また、運転支援ＥＣＵ２には、衝突回避判定部を設ける。その衝突回避判定部は、自車
両と他車両とが衝突すると判定された場合に、自車両の走行状態の制御によって衝突の回
避が可能であるのか否かを判定するものである。その自車両の走行状態の制御とは、自車
両における旋回状態の制御と加速状態の制御と減速状態の制御の内の少なくとも１つのこ
とである。この自車両の走行状態の制御は、自車両の走行状態を現状のまま維持する制御
（走行状態維持制御）と、自車両の走行状態を現状に対して変更する制御（走行状態変更
制御）と、に大別される。自車両の走行状態の変更とは、自車両における旋回状態の変更
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と加速状態の変更と減速状態の変更の内の少なくとも１つのことである。
【００２５】
　また、運転支援ＥＣＵ２には、衝突回避制御部を設ける。その衝突回避制御部は、自車
両の走行状態を制御する（走行状態維持制御又は走行状態変更制御を行う）ことによって
自車両と他車両との衝突が避けられる場合に、自車両の走行状態を衝突の回避が可能な走
行状態に制御するものである。この衝突回避制御部は、その場合、衝突の回避に必要な自
車両の走行状態の目標制御値を転舵ＥＣＵ３と動力源ＥＣＵ４と制動ＥＣＵ５の内の少な
くとも１つに送る。転舵ＥＣＵ３は、運転者のステアリングホイールに対する操舵操作の
有無に拘わらず転舵輪の転舵角度を制御することのできる電子制御装置である。動力源Ｅ
ＣＵ４は、運転者のアクセル操作の有無に拘わらず動力源（エンジン等の機関やモータ等
の回転機など）の出力制御を行うことのできる電子制御装置である。制動ＥＣＵ５は、運
転者の制動操作の有無に拘わらず車両制動力を制御することのできる電子制御装置である
。転舵ＥＣＵ３に送られる目標制御値は、例えば、衝突の回避が可能な旋回状態となる現
状の又は新たな転舵輪の目標転舵方向と目標転舵角度である。動力源ＥＣＵ４に送られる
目標制御値は、衝突の回避が可能な加速状態や減速状態に応じた現状の又は新たな動力源
の目標出力トルクである。制動ＥＣＵ５に送られる目標制御値は、衝突の回避が可能な減
速状態に応じた現状の又は新たな制動装置の目標車両制動力である。尚、自車両の加減速
度を制御する場合には、変速機の変速比を変更することによって、加速度や減速度を調整
してもよい。
【００２６】
　また、運転支援ＥＣＵ２には、被衝突形態制御部を設ける。その被衝突形態制御部は、
自車両に対する他車両の衝突が避けられない場合、自車両のキャビン内（車室内）にいる
乗員の被害の軽減が可能な位置に他車両を衝突させるように自車両の走行状態を制御する
ものである。乗員の被害の軽減が可能な位置とは、キャビンを構成する車体骨格の高強度
部位のことである。
【００２７】
　例えば、この被衝突形態制御部には、自車両に対する他車両の衝突が避けられない場合
、自車両の被衝突部位が側面であると推定されたならば、車体骨格における側面の高強度
部位に他車両を衝突させるように自車両の走行状態を制御する。
【００２８】
　車体骨格における側面の高強度部位とは、車体骨格における車両の側面の構造物（いわ
ゆるピラー）の内、その車体骨格における屋根とフロアパネルとを上下に繋ぐものである
。車両には、複数本のピラーが設けられている。例えば、セダンタイプ等の乗用車では、
Ａピラー（フロントピラー）とＢピラー（センタピラー）とＣピラー（リヤピラー）とが
存在しており、例えばＡピラーとＢピラーが屋根とフロアパネルとを上下に繋いでいる。
また、１ＢＯＸタイプ等の乗用車では、そのような上下に繋ぐピラーが更に多く設けられ
ている場合もある。上記の例示では、屋根とフロアパネルとを上下に繋ぐピラーに他車両
を衝突させることで、自車両のキャビン内にいる乗員の被害を軽減させることができる。
ここで、そのような屋根とフロアパネルとを上下に繋ぐピラーの中でも、側面衝突時にキ
ャビン内の乗員を守るためのものとしては、前席と前席よりも後方の座席（後部座席）と
の境界部分に配置されているＢピラーが重要な構造物になる。その重要性は、側面衝突試
験において、他車両の前面に見立てた台車を試験車におけるＢピラー部分も含めた前席部
分に衝突させることからも明らかである。よって、上記の例示では、車両形態に拘わらず
、Ｂピラー（センタピラー）に他車両を衝突させることで、自車両のキャビン内にいる乗
員の被害の軽減効果を更に高めることができる。従って、以下においては、そのＢピラー
（センタピラー）を被衝突形態制御部の制御で用いる車体骨格の高強度部位として説明す
る。ここでは、Ｂピラー（センタピラー）よりも前方を自車両の前部と称し、そのＢピラ
ー（センタピラー）よりも後方を自車両の後部と称する。
【００２９】
　具体的に、この被衝突形態制御部には、自車両の被衝突部位が車体骨格の高強度部位の
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場合（例えば自車両の被衝突部位が車体骨格における側面の高強度部位であると推定され
た場合）、自車両の走行状態を現状のまま維持する制御（走行状態維持制御）を実施させ
る。この被衝突形態制御部には、そのようにして被衝突部位に他車両を衝突させることで
、自車両のキャビン内にいる乗員の被害を軽減させる。その際に維持される自車両の走行
状態とは、少なくとも自車両における旋回状態と加速状態と減速状態のことである。
【００３０】
　また、この被衝突形態制御部には、自車両の被衝突部位が車体骨格の高強度部位ではな
い場合、自車両の走行状態を変更することによって、自車両の被衝突部位を車体骨格の高
強度部位に変更させる。その際に変更される自車両の走行状態とは、自車両における旋回
状態又は加速状態のことである。車体骨格の高強度部位ではない部位とは、車体骨格にお
ける屋根とフロアパネルとを上下に繋ぐ構造物が配置されていない部位のことである。例
えば、この部位としては、キャビンの後部における側面（キャビンにおけるＢピラー（セ
ンタピラー）よりも後方の側面）が該当する。この例示において、被衝突形態制御部は、
自車両の被衝突部位がキャビンの後部における側面であると推定された場合、自車両の制
動制御を行うことによって自車両の走行状態を制御して、車体骨格における側面の高強度
部位（Ｂピラー）に他車両を衝突させる。この被衝突形態制御部には、自車両の被衝突部
位が車体骨格の高強度部位ではない場合、そのようにして自車両のキャビン内にいる乗員
の被害を軽減させる。
【００３１】
　以下に、この車両制御装置における演算処理について図２及び図３のフローチャートに
基づき説明する。尚、この例示で被衝突形態制御部が行う走行状態変更制御は、制動制御
のみとする。また、この例示では、走行状態変更制御の実施前に制動制御が実施されてい
ないものとする。
【００３２】
　周辺監視部は、物体検出装置１０の検出結果に基づいて自車両の周辺に他車両が存在し
ているのか否かを判定する（ステップＳＴ１）。
【００３３】
　自車両の周辺に他車両が存在していない場合には、この演算処理を一旦終わらせる。
【００３４】
　一方、自車両の周辺に他車両が存在している場合、他車両情報推定部は、他車両情報を
推定する（ステップＳＴ２）。推定される他車両情報は、少なくとも前述した他車両の自
車両に対する位置と他車両の移動速度と他車両の自車両に対する移動方向である。
【００３５】
　また、自車両の周辺に他車両が存在している場合には、自車両情報取得部が自車両情報
を取得し（ステップＳＴ３）、かつ、自車両挙動推定部が自車両挙動情報を推定する（ス
テップＳＴ４）。取得される自車両情報は、少なくとも前述した自車両の車速と自車両の
前後加速度と自車両のステアリングホイールの操舵角度と自車両のヨーレートと自車両の
乗員の位置である。推定される自車両挙動情報は、少なくとも前述した自車両の移動方向
である。
【００３６】
　衝突判定部は、その他車両と自車両とが衝突するのか否かを判定する（ステップＳＴ５
）。例えば、他車両情報推定部は、ステップＳＴ２で経過時間毎の自車両に対する他車両
の位置を推定し、その推定結果を衝突判定部に渡してもよい。また、自車両挙動推定部は
、ステップＳＴ４で経過時間毎の自車両の位置を推定し、その推定結果を衝突判定部に渡
してもよい。この場合、衝突判定部は、その経過時間毎の自車両に対する他車両の位置と
経過時間毎の自車両の位置とに基づいて、自車両と他車両とが衝突するのか否かを判定す
る。尚、その経過時間毎の自車両に対する他車両の位置と経過時間毎の自車両の位置は、
衝突判定部が推定してもよい。ここで、その経過時間毎の自車両に対する他車両の位置と
経過時間毎の自車両の位置からは、衝突時の自車両の衝突部位を推定することができる。
このため、衝突判定部は、衝突部位推定部の推定結果を利用して衝突の有無を判定しても
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よい。
【００３７】
　衝突しないと判定された場合には、その他車両は監視対象ではないので、この演算処理
を一旦終わらせる。
【００３８】
　一方、衝突すると判定された場合、衝突回避判定部は、自車両の走行状態を変更するこ
とによって衝突の回避が可能であるのか否かを判定する（ステップＳＴ６）。
【００３９】
　衝突の回避が可能な場合、衝突回避制御部は、自車両の走行状態の変更によって衝突回
避制御を行い、他車両との衝突を回避する（ステップＳＴ７）。
【００４０】
　一方、衝突を回避できない場合、運転支援ＥＣＵ２は、衝突時における制御（衝突時制
御）を行う（ステップＳＴ８）。その衝突時制御について図３のフローチャートに基づき
説明する。
【００４１】
　衝突形態判定部は、衝突を回避できない場合、その衝突が自車両の側面への衝突である
のか否かを判定する（ステップＳＴ１１）。例えば、この衝突形態判定部は、衝突部位推
定部により衝突時の自車両の衝突部位が自車両の側面であると推定された場合に、その衝
突が自車両の側面への衝突であるとの判定を行う。衝突部位推定部は、このステップＳＴ
１１の判定に際して自車両の衝突部位の推定を行う。但し、ステップＳＴ５で自車両の衝
突部位が既に推定されている場合、衝突形態判定部は、このステップＳＴ５の推定結果を
利用してもよい。
【００４２】
　自車両の側面への衝突ではないと判定された場合には、この演算処理を一旦終わらせる
。
【００４３】
　一方、自車両の側面への衝突であると判定された場合、衝突形態判定部は、衝突部位推
定部の推定結果に基づいて、自車両の被衝突部位が車体骨格における側面の高強度部位で
あるのか否かを判定する（ステップＳＴ１２）。
【００４４】
　自車両の被衝突部位が車体骨格における側面の高強度部位の場合、被衝突形態制御部は
、自車両の走行状態を現状のまま維持する制御（走行状態維持制御）を実施する（ステッ
プＳＴ１３）。これにより、この被衝突形態制御部は、自車両１００の車体骨格における
側面の高強度部位（Ｂピラー１０１）に他車両１１０を衝突させることができる（図４）
。よって、この車両制御装置は、その高強度部位で他車両の荷重を受け止めることができ
るので、キャビンの変形やキャビンへの他車両の進入の抑制が可能になり、自車両の乗員
の被害を軽減することができる。
【００４５】
　一方、自車両の被衝突部位が車体骨格における側面の高強度部位ではない場合、被衝突
形態制御部は、自車両の制動制御（走行状態変更制御）の実施によって自車両の被衝突部
位を車体骨格における側面の高強度部位に変更できるのか否かを判定する（ステップＳＴ
１４）。その際、衝突部位推定部は、自車両の制動装置が出力可能な最大車両制動力を上
限にして制動制御を実施したときの自車両の被衝突部位を推定する。被衝突形態制御部は
、その推定結果に基づいて、その判定を行う。
【００４６】
　自車両の制動制御の実施によって自車両の被衝突部位を車体骨格における側面の高強度
部位に変更できると判定した場合、被衝突形態制御部は、ステップＳＴ５又はステップＳ
Ｔ８における衝突部位推定部の最初の推定結果に基づいて、自車両の制動制御（走行状態
変更制御）を実施しないときの自車両の被衝突部位がキャビンよりも後方であるのか否か
を判定する（ステップＳＴ１５）。
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【００４７】
　制動制御不実施のときの自車両の被衝突部位がキャビンよりも後方の場合、被衝突形態
制御部は、ステップＳＴ１３に進み、走行状態維持制御を実施する。これにより、この被
衝突形態制御部は、自車両１００のキャビン１０２よりも後方に他車両１１０を衝突させ
ることができる（図５）。つまり、この車両制御装置は、自車両の制動制御（走行状態変
更制御）の実施によって自車両の被衝突部位を車体骨格における側面の高強度部位に変更
できるが、キャビンの一部である高強度部位に衝突させるよりも、キャビンよりも後方（
即ち乗員の存在していない場所）に衝突させた方が自車両の乗員の被害を軽減できる可能
性が高いので、そのような場合、制動制御を実施せずに、キャビンよりも後方に他車両を
衝突させる。よって、この車両制御装置は、自車両の乗員の被害を軽減することができる
。
【００４８】
　一方、制動制御不実施のときの自車両の被衝突部位がキャビンよりも後方ではない場合
、被衝突形態制御部は、ステップＳＴ１４における被衝突部位の推定結果を得た際の車両
制動力を目標車両制動力に設定し、他車両を自車両の車体骨格における側面の高強度部位
に衝突させるように、その目標車両制動力での制動制御を制動ＥＣＵ５に実施させる（ス
テップＳＴ１６）。これにより、この被衝突形態制御部は、自車両１００の車体骨格にお
ける側面の高強度部位（Ｂピラー１０１）に他車両１１０を衝突させることができる（図
４）。よって、この車両制御装置は、自車両の乗員の被害を軽減することができる。
【００４９】
　また、例えば、ステップＳＴ５又はステップＳＴ８における衝突部位推定部の最初の推
定結果が自車両のキャビンの前部の場合には、自車両の制動制御の実施によって自車両の
被衝突部位をキャビンよりも前方に変更できる可能性がある。また、その最初の推定結果
が自車両のキャビンよりも前方の場合、衝突が回避できないのであれば、自車両の被衝突
部位は、自車両の制動制御を実施したとしてもキャビンよりも前方のままで変わらない。
このため、ステップＳＴ１４で制動制御を行っても自車両の被衝突部位を車体骨格におけ
る側面の高強度部位に変更できないと判定した場合、被衝突形態制御部は、ステップＳＴ
１４における衝突部位推定部の推定結果に基づいて、自車両の制動制御の実施による自車
両の被衝突部位がキャビンよりも前方であるのか否かを判定する（ステップＳＴ１７）。
ここでは、衝突部位推定部の最初の推定結果が自車両のキャビンの前部であり、衝突が回
避できない場合、自車両の制動制御の実施によって、自車両の被衝突部位がキャビンより
も前方に変更されるものとする。
【００５０】
　制動制御の実施による自車両の被衝突部位がキャビンよりも前方の場合、被衝突形態制
御部は、ステップＳＴ１４における被衝突部位の推定結果を得た際の車両制動力を目標車
両制動力に設定し、他車両をキャビンよりも前方に衝突させるように、その目標車両制動
力での制動制御を制動ＥＣＵ５に実施させる（ステップＳＴ１８）。これにより、この被
衝突形態制御部は、自車両１００のキャビン１０２よりも前方に他車両１１０を衝突させ
ることができる（図６）。つまり、この車両制御装置は、自車両の制動制御（走行状態変
更制御）を実施したとしても自車両の被衝突部位を車体骨格における側面の高強度部位に
変更できない場合、キャビンよりも前方（即ち乗員の存在していない場所）に他車両を衝
突させることによって、自車両の乗員の被害を軽減することができる。
【００５１】
　また、衝突部位推定部の最初の推定結果が自車両の前部の場合には、自車両の制動制御
を実施しても、自車両の被衝突部位が自車両の後部に変更されない。また、その最初の推
定結果が自車両におけるキャビンよりも後方の場合には、自車両の制動制御の実施によっ
て自車両の被衝突部位を車体骨格における側面の高強度部位に変更できなければ、その制
動制御の実施によって自車両の被衝突部位がキャビンの後部に変更されてしまう可能性が
ある。一方、その最初の推定結果が自車両におけるキャビンの後部の場合には、自車両の
制動制御によって自車両の被衝突部位を車体骨格における側面の高強度部位に変更できる
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可能性が高い。ここでは、最初の推定結果がキャビンの後部の場合、その高強度部位に自
車両の制動制御によって変更できるものとするので、ステップＳＴ１７の判定に至る前に
ステップＳＴ１４で肯定判定されている。このため、ステップＳＴ１７では、制動制御不
実施のときの自車両の被衝突部位がキャビンよりも後方で、かつ、自車両の制動制御の実
施によって自車両の被衝突部位を車体骨格における側面の高強度部位に変更できない場合
に、制動制御の実施による自車両の被衝突部位がキャビンよりも前方ではないと判定され
る。よって、そのようなキャビンよりも前方ではないとの判定を行った場合、被衝突形態
制御部は、ステップＳＴ１３に進み、走行状態維持制御を実施して、制動制御（走行状態
変更制御）を実施させない。これにより、この被衝突形態制御部は、自車両１００のキャ
ビン１０２よりも後方に他車両を衝突させることができる（図５）。つまり、この車両制
御装置は、自車両の制動制御（走行状態変更制御）を実施したとしても自車両の被衝突部
位を車体骨格における側面の高強度部位に変更できない場合、キャビンよりも後方に他車
両を衝突させることによって、自車両の乗員の被害を軽減することができる。
【００５２】
　以上示したように、本実施例の車両制御装置は、自車両の側面に対する他車両の衝突が
避けられない状況下であっても、自車両の制動制御形態の維持又は変更によって、自車両
の車体骨格における側面の高強度部位に他車両を衝突させる。このため、この車両制御装
置は、自車両の乗員の被害を軽減することができる。また、この車両制御装置は、その高
強度部位に対して自車両の制動制御形態の変更によって他車両を衝突させることができな
くても、適宜自車両のキャビンよりも前方又は後方に他車両を衝突させる。このため、こ
の車両制御装置は、自車両の乗員の被害を軽減することができる。また、この車両制御装
置は、その高強度部位に対して自車両の制動制御形態の変更によって他車両を衝突させる
ことができるとしても、その制動制御形態を現状のまま維持することで他車両を自車両の
キャビンよりも後方に衝突させることができる場合、制動制御形態を変更せずに自車両の
キャビンよりも後方に他車両を衝突させる。このため、この車両制御装置は、自車両の乗
員の被害を軽減することができる。
【００５３】
　ところで、走行中のキャビン内においては、前席に少なくとも運転者は存在しているが
、後席に乗員が存在していないことは多々ある。そして、乗員が前席のみの場合には、自
車両の制動制御形態の変更によって高強度部位に他車両を衝突させることができるとして
も、その制動制御形態を現状のまま維持することで他車両を自車両のキャビンよりも後方
に衝突させることができるならば、高強度部位への衝突と比較して、キャビンよりも後方
に衝突させる方が前席の乗員の被害の軽減に繋がる。一方、前席と後席に乗員が存在して
いる場合には、自車両の制動制御形態を現状のまま維持することで他車両を自車両のキャ
ビンよりも後方に衝突させることができるとしても、高強度部位に衝突させる方がそれぞ
れの乗員の被害の軽減に繋がる。このため、この車両制御装置においては、後席の乗員の
有無が考慮された制御を行うことが望ましい。
【００５４】
　よって、この車両制御装置の自車両情報取得部は、自車両の乗員の位置についても自車
両情報として取得する。その自車両の乗員の位置については、例えば図１に示す座席毎の
着座センサ２５の検出信号に基づいて得ることができる。着座センサ２５とは、例えば荷
重センサ等である。この例示では、少なくとも前席よりも後方に配置されている座席（後
席）に着座センサ２５を設ける。
【００５５】
　図７は、後席の乗員の有無を考慮した制御に関するフローチャートである。この図７の
フローチャートは、図３のフローチャートにおいて、ステップＳＴ１５の否定判定の後に
後席の乗員の有無の判定（ステップＳＴ１９の判定）を新たに設けたものである。
【００５６】
　ステップＳＴ１５で制動制御不実施のときの自車両の被衝突部位がキャビンよりも後方
ではないと判定された場合、その被衝突部位は、キャビンの後部になる。このため、被衝
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プＳＴ１９）。
【００５７】
　後席に乗員２００が存在している場合、被衝突形態制御部は、ステップＳＴ１６に進み
、自車両１００の制動制御によって自車両１００の車体骨格における側面の高強度部位（
Ｂピラー１０１）に他車両１１０を衝突させる（図４）。このため、この車両制御装置は
、自車両の前席と後席の乗員の被害を軽減することができる。
【００５８】
　後席に乗員が存在していない場合、被衝突形態制御部は、ステップＳＴ１３に進み、走
行状態維持制御を実施して、制動制御（走行状態変更制御）を実施させない。これにより
、この被衝突形態制御部は、乗員２００のいない自車両１００のキャビン１０２の後部に
他車両１１０を衝突させることができる（図８）。つまり、自車両の制動制御を実施する
ことで自車両の被衝突部位がキャビンの後部から車体骨格における側面の高強度部位に変
更される場合、キャビンの後部に乗員が存在していなければ、被衝突形態制御部は、自車
両の走行状態を現状のまま維持する制御を行うことによって、キャビンの後部に他車両を
衝突させる。このため、キャビンにおいては、高強度部位（Ｂピラー）に衝突させるより
も前部の変形が軽減される。よって、この車両制御装置は、キャビンの前部に存在してい
る前席の乗員の被害をより軽減することができる。
【００５９】
　ここで、これまでの例示では、自車両の被衝突部位を変えるための自車両の走行状態の
変更に制動制御を用いている。しかしながら、その走行状態の変更には、加速制御を用い
てもよい。例えば、最初の推定結果がキャビンの後部の場合には、自車両の制動制御を行
ったとしても、自車両の被衝突部位がキャビンの後部のまま変わらないこともある。そこ
で、ステップＳＴ１７で制動制御の実施による自車両の被衝突部位がキャビンよりも前方
ではないと判定した場合、被衝突形態制御部は、ステップＳＴ１５と同様の判定を行う。
この判定においては、制動制御不実施のときの自車両の被衝突部位がキャビンよりも後方
ではないと判定された場合、キャビンの後部が制動制御の実施による自車両の被衝突部位
になる。このため、被衝突形態制御部は、制動制御不実施のときの自車両の被衝突部位が
キャビンよりも後方ではないと判定した場合、自車両の前方に障害物が存在していなけれ
ば、自車両を加速制御させ、その被衝突部位をキャビンよりも後方に変更することによっ
て、自車両の乗員の被害を軽減してもよい。
【００６０】
　尚、自車両の乗員の被害の軽減効果が薄いので、この車両制御装置で対象とする他車両
からは、自動二輪車を除外することが望ましい。
【符号の説明】
【００６１】
　１　周辺監視ＥＣＵ
　２　運転支援ＥＣＵ
　５　制動ＥＣＵ
　１０　物体検出装置
　２１　車速検出装置
　２２　前後加速度センサ
　２３　操舵角度センサ
　２４　ヨーレートセンサ
　２５　着座センサ
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